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略語集

ＣＯＰ３【The 3rd Session of the Conference of the Parties to the United

          Nations Framework Convention on Climate Change】

　　：気候変動枠組条約第３回締約国会議（地球温暖化防止京都会議）

ＤＢＬ【Diurnal Breathing Loss】

　　：ダイアーナル・ブリージング・ロス（燃料蒸発ガスのうち、昼夜を含む長時間の駐車中に

外気温を熱源として排出されるもの）

ＤＥＰ【Diesel Exhaust Particles】

　　：ディーゼル排気微粒子（ディーゼル自動車から排出される粒子状物質のこと。質量でみた

場合その大部分は粒径0.1～0.3μmの範囲内にあり、個数でみた場合その大部分は粒径

0.005～0.05μmの範囲内にある。）

ＤＰＦ【Diesel Particulate Filter 】

　　：ディーゼル微粒子除去装置（エンジンの排気系に装着したフィルターにより、自動車の排

気ガス中のＰＭを捕集し、電熱線や触媒の作用等によりＰＭを除去する装置。触媒を用いたもの

は連続再生式ＤＰＦと呼ばれる。）

ＩＳＯ【International Organization for Standardization】

　　：国際標準化機構 (工業・農業産品の規格の標準化を目的とする国際機関)

ＬＰＧ【Liquefied Petroleum Gas 】

　　：液化石油ガス（プロパン､ブタンなどの混合物で､常温加圧下で液化したもの）

ＯＢＤ System【On-Board Diagnostic System】

　　：車載診断システム（異常の有無を監視する車載の故障診断装置）

ＰＭ 【Particulate Matter】

　　：粒子状物質（自動車から排出されるＰＭは、黒煙、サルフェート（硫酸塩）及びＳＯＦ

［Soluble Organic Fraction］（可溶有機成分）とに大別される。

　サルフェートとは、燃料中の硫黄分が酸化されて生成した硫酸化合物の総称。エンジン

の高負荷時や酸化力の強い触媒がある場合に多量に生成される。

　ＳＯＦとは、比較的低沸点で溶媒抽出が可能な有機成分のことをいい、具体的には軽油や潤滑

油の未燃焼分である。）

ＲＬ【Running Loss 】

　　：ランニング・ロス（燃料蒸発ガスのうち、走行中に自車両や道路からの輻射熱を熱源とし

て排出されるもの）

ＳＰＭ【Suspended Particulate Matter 】

　　：浮遊粒子状物質（大気中に浮遊する粒子状物質のうち、粒径が１０μｍ以下の粒子の総称

で、環境基準が設定されている。ＳＰＭは発生源から直接排出された一次粒子と排出されたガス

状物質が反応や凝縮などを経て生成した二次粒子とに大別される。）

参考資料：社団法人　自動車技術会「自動車用語和英辞典」（１９９７年）ほか
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１．はじめに

（我が国の自動車排出ガス規制の経緯）

　我が国の自動車排出ガス規制は、昭和41年(1966年)のガソリンを燃料とする普通自

動車及び小型自動車の一酸化炭素濃度規制により開始された。その後、軽自動車、液

化石油ガス(以下「ＬＰＧ」という。)を燃料とする自動車及び軽油を燃料とする自動

車（以下「ディーゼル自動車」という。）が規制対象に追加され、また、規制対象物質

も逐次追加された結果、現在では、ガソリン又はＬＰＧを燃料とする自動車（以下「ガ

ソリン・ＬＰＧ自動車」という。）については一酸化炭素（ＣＯ）、炭化水素（ＨＣ）

及び窒素酸化物（ＮＯｘ）が、ディーゼル自動車についてはこれら３物質に加えて粒

子状物質（ＰＭ）及びＰＭのうちディーゼル黒煙が規制対象となっている。

　さらに、平成９年(1997年)に、ガソリンを燃料とする二輪自動車及び原動機付自転

車（以下「二輪車」という。）が規制対象に追加された。これを受けて、平成10年(1998

年)には第一種原動機付自転車及び軽二輪自動車について、平成11年(1999年)には第二

種原動機付自転車及び小型二輪自動車について規制が開始された。さらに、平成16年

(2004年)までに、軽油を燃料とする大型特殊自動車及び小型特殊自動車（以下「ディ

ーゼル特殊自動車」という。）であって、定格出力19kW以上560kW未満のエンジンを搭

載するものについても規制の開始が予定されている。

　また、平成７年(1995年)には大気汚染防止法が一部改正され、自動車燃料品質に係

る許容限度がガソリン及び軽油について設定された。これに基づき平成８年(1996年)

から自動車燃料品質規制が開始されている。

（中央環境審議会における審議経緯）

　近年の自動車排出ガス低減対策は、平成元年（1989年）12月の中央公害対策審議会

答申「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」(平成元年12月22日中公審第

266号。以下「元年答申」という。)で示された目標に沿って推進されてきた。これに

より、

・ 自動車排出ガスについて、ディーゼル自動車等から排出されるＮＯｘ、ＰＭ等

を短期及び長期の２段階の目標に沿って大幅に低減

・ 自動車燃料品質について、軽油中の硫黄分を短期及び長期の２段階に分けて10

分の１レベル（0.5質量％→0.2質量％→0.05質量％）にまで低減

等の諸施策が平成11年(1999年)までにすべて実施された。



　元年答申で示された目標について完全実施のめどが立ったことから、平成８年（1996

年）５月、環境庁長官より中央環境審議会に対して「今後の自動車排出ガス低減対策

のあり方について」（平成８年５月21日諮問第31号）が諮問され、中央環境審議会大気

部会及び同部会に新たに設置された本自動車排出ガス専門委員会（以下「本委員会」

という。）において検討が開始された。

　平成８年10月18日には、有害大気汚染物質対策の重要性・緊急性に鑑み、自動車排

出ガス低減対策として可能な限り早急に実施すべきものについて検討した本委員会の

中間報告が大気部会に了承され、同日、中間答申「今後の自動車排出ガス低減対策の

あり方について」(平成８年10月18日中環審第83号。以下「中間答申」という。)がと

りまとめられた。同答申に基づき、

　　・二輪車について排出ガス規制の導入及びＨＣ等の排出削減

　　・ガソリン・ＬＰＧ自動車についてＨＣ等の排出削減

　　・自動車燃料品質についてガソリンの低ベンゼン化（５体積％→１体積％）

の諸施策が、排出ガス規制については平成10年又は11年に、燃料品質規制については

平成12年１月に実施された。

　平成９年(1997年)11月21日には、ガソリン・ＬＰＧ自動車及びディーゼル特殊自動

車の排出ガス低減対策の強化について検討した本委員会の第二次報告が大気部会に了

承され、同日、第二次答申「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」（平成

９年11月21日中環審第120号。以下「第二次答申」という。）がとりまとめられた。

同答申に基づき、

・ ガソリン・ＬＰＧ自動車について、平成12年(2000年)から14年(2002年)にかけ

てＮＯｘとＨＣの排出量削減に重点を置き対策を強化し（以下「ガソリン新短

期目標」という。）、さらに平成17年(2005年)頃を目途に新短期目標の２分の１

以下を目標に技術開発を進めること(以下｢ガソリン新長期目標｣という。)。

・ ガソリン自動車の燃料蒸発ガス試験法を改定し、前項（ガソリン新短期目標）

と同時に燃料蒸発ガス低減対策を強化すること。

　　・ディーゼル特殊自動車の排出ガス規制を平成16年（2004年）から導入すること。

が予定されており、ガソリン新短期目標及びガソリン自動車の燃料蒸発ガスについて

は平成10年９月に大気汚染防止法に基づく告示「自動車排出ガスの量の許容限度」（以

下「許容限度」という。）の改正等所要の措置が講じられた。

　平成10年(1998年)12月14日には、ディーゼル自動車の排出ガス低減対策の強化につ

いて検討した本委員会の第三次報告が大気部会に了承され、同日、第三次答申「今後

の自動車排出ガス低減対策のあり方について」（平成10年12月14日中環審第144号。以

下「第三次答申」という。）がとりまとめられた。同答申に基づき、



　　・ディーゼル自動車について、平成14年(2002年)から16年(2004年)にかけて

ＮＯｘ及びＰＭ削減に重点を置き対策を強化し（以下「ディーゼル新短期目標」

という。）、さらに平成19年(2007年)頃を目途に新短期目標の２分の１程度を目

標に技術開発を進めること(以下｢ディーゼル新長期目標｣という。)。

が予定されており、ディーゼル新短期目標については平成12年９月に許容限度の改正

等所要の措置が講じられた。

（本報告の検討経緯及び概要）

　本委員会は、第三次答申で示された検討方針に沿って、燃料生産者の現地調査並び

に本委員会内に設置した作業委員会による業界団体及び自動車製作者ヒアリング等を

含め25回にわたる検討を行った。その結果、２．に示すディーゼル自動車の排出ガス

低減対策強化の必要性に加え、内外における自動車排出ガス低減技術の開発状況及び

今後の進展の可能性を考慮した結果、３．に示すディーゼル自動車の排出ガス低減対

策及び４．に示すディーゼル特殊自動車の排出ガス低減対策を推進する必要があると

の結論を得た。さらに５．（１）では、３．及び４．の具体的方策を踏まえ、ガソリン・

ＬＰＧ自動車、ディーゼル自動車、特殊自動車及び二輪車の排出ガス低減対策並びに

燃料品質対策の強化、排出ガス試験方法の見直し等についての今後の検討課題をそれ

ぞれ示す。また、５．（２）では、関連の諸施策等について本委員会の見解を示す。



２．ディーゼル自動車の排出ガス低減対策強化の必要性

本委員会の第三次報告では、ディーゼル自動車の排出ガス低減対策について、次の

とおり本委員会の基本的認識を示した。

　ディーゼル自動車の排出ガス低減に当たっては、大気汚染物質とディーゼル自動車

の排出ガスとの関係を考慮した場合、まずはＮＯｘ及びＰＭの低減対策を一層強力に

推進するとともに、大気汚染物質の二次生成の抑制及び有害大気汚染物質対策の観点

からＨＣについても低減を図る必要がある。また、ＣＯについては、近年、良好な大

気環境が維持されているが、その維持のため、可能な範囲において低減を図ることが

適当である。

  このうち、ＰＭについては、浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）の環境基準の達成状況が依

然として低い水準で推移していることに加え、発がん性、気管支ぜん息、花粉症等の

健康影響との関連が懸念されていること、また、ＳＰＭの中でもより粒径の小さい粒

子（微小粒子）の大気環境濃度と健康影響との関連性が新たに着目されてきている中、

ディーゼル自動車から排出されるＰＭはその大半が微小粒子であることも念頭に置き

つつ、低減対策の推進を図る必要がある。

（参考）大気汚染物質とディーゼル自動車の排出ガスとの関係（第三次報告より）

・ ディーゼル自動車からのＮＯｘの排出低減は、大気中の二酸化窒素（ＮＯ2）、ＳＰＭ及

び光化学オキシダントの濃度低減に効果があり、酸性雨対策にも資する。これらの効果、

特にＮＯ2対策の観点から、排出ガス対策の必要性は極めて大きい。

・ ディーゼル自動車からのＰＭの排出低減は、大気中のＳＰＭの濃度低減、有害大気汚染

物質の排出低減に効果があり、排出ガス対策の必要性は極めて大きい。

・ ディーゼル自動車からのＨＣの排出低減は、大気中のＮＯ2、ＳＰＭ及び光化学オキシダ

ントの濃度低減、有害大気汚染物質の排出低減に効果があり、酸性雨対策にも資すること

から、排出ガス対策の必要性は大きい。

・ ディーゼル自動車からのＣＯの排出低減は、大気中のＣＯの濃度低減に効果がある。

ＣＯの環境基準の達成状況は良好であるものの、大気環境の維持の観点から、排出ガス対

策を行うことが望ましい。

　本委員会では、ディーゼル自動車の排出ガス低減対策の推進に当たっては、同様な

基本的認識に立つが、加えて、以下のような状況を考慮する必要がある。

① 我が国においては、自動車排出ガス規制の強化等、種々の大気汚染防止対策が講

じられてきたが、大都市地域を中心に、ＮＯ２、ＳＰＭ等による大気汚染は依然とし

て厳しい状況にある。特に、沿道における大気環境中のＮＯ２、ＳＰＭについては



ディーゼル自動車から排出されるＮＯｘ、ＰＭの寄与が高く、ディーゼル自動車から

のＮＯｘ、ＰＭの排出抑制が重要な課題となっている。

② ディーゼル自動車からのＮＯｘについては、自動車排出ガス規制に加え、平成４

年（1992 年）に公布された「自動車から排出される窒素酸化物の特定地域におけ

る総量の削減等に関する特別措置法」（以下「自動車ＮＯｘ法」という。）に基づき

車種規制等の諸施策を実施してきた。自動車ＮＯｘ法の基本方針において、国は、

同法で規定される特定地域においてＮＯ２に係る環境基準を平成12年度（2000年度）

までに概ね達成することを目標として掲げた。しかしながら、その目標達成は極め

て困難な状態となっている。

③ ディーゼル自動車から排出されるＰＭ（いわゆる「ディーゼル排気微粒子（ＤＥ

Ｐ）」）については、昭和 47 年（1972 年）からディーゼル黒煙規制として実施して

きたが、平成５年（1993年）から自動車排出ガス規制の対象物質に加えられ、平成

９年（1997年）から 11年（1999 年）にその規制が強化される等対策が実施されて

きた。しかしながら、平成12年（2000年）１月31日には、ＳＰＭと健康被害との

因果関係を初めて認容する神戸地方裁判所の尼崎公害訴訟第一審判決が出され、

また、地方自治体がディーゼル微粒子除去装置（ＤＰＦ）の装着を義務付ける規制

の提案を行う等、ＤＥＰに対する関心が昨今急速に高まっている。また、ＤＥＰに

ついては、その発がん性や気管支ぜん息等との関連が懸念されているため、環境庁

では検討会を開催し、ＤＥＰのリスク評価を実施しているところであり、平成12年

（2000 年）９月に出されたその中間報告において、「当検討会では、これまでの知

見を総合的に判断して、ＤＥＰが人に対して発がん性を有していることを強く示唆

していると考える。」との見解が示されている。

　従って、本委員会では、ディーゼル自動車の排出ガス低減対策の一層の強化推進を

図っていく必要があるとの認識に立って、必要な排出ガス低減対策について検討を行

った。



３．ディーゼル自動車の排出ガス低減対策

（１）検討の背景

　第三次答申において、ディーゼル新短期目標の２分の１程度とされているディーゼ

ル新長期目標は非常に高い目標であり、その達成のためには、従来のエンジンの燃焼

改善による対応に加え、排気後処理装置を採用することが必要である。ディーゼル新

長期目標を達成するための排気後処理装置としては、現在既に実用化されている酸化

触媒に加え、連続再生式のＤＰＦやＮＯｘ還元触媒等が有望である。ただし、これら

の技術は、現行の軽油中の硫黄分の許容限度（0.05質量％：以下「500ppm」と表記す

る）レベルでは触媒の被毒等によって、十分に機能できないことがわかっているため、

ディーゼル新長期目標を達成するためには、軽油中の硫黄分が低減されることが必要

不可欠となる。

　連続再生式のＤＰＦは、近年、欧州を中心に一部の車種に適用されている等開発が

進んでいる。これらは、排気温度や排出ガス中のＮＯｘ／ＰＭ比等の制約条件及び耐

久性等の面で解決すべき課題も残されているものの、大幅なＰＭ削減が可能であり、

加えてＤＰＦに付属した酸化触媒の作用により、ＨＣ、ＣＯのほか有害大気汚染物質

の削減も可能である。

　ディーゼル自動車のＮＯｘ還元触媒は、還元剤として軽油を添加する方式のほか、

尿素を添加してさらに大幅なＮＯｘ低減効果の得られる方式についても開発が進めら

れている。これらは、ＤＰＦよりも更に硫黄分の低い軽油が必要となるほか、性能や

耐久性等に課題が残されており、現時点では実用化されていない。しかしながら、開

発段階ではあるものの、ガソリン自動車用に実用化されている吸蔵型のＮＯｘ還元触

媒を利用して、ＮＯｘとＰＭを同時に現行の規制値より約８割除去できるとされる新

たな技術が現れる等、近年開発が急速に進んでいる。現時点においては、この技術は

中型貨物車程度までのディーゼル自動車に対して適用可能であるとされているが、今

後、更に大型のディーゼル自動車に対しても適用されるよう技術開発が進められるこ

とが期待される。

　本委員会では、上記に示した排気後処理技術の開発状況及び今後の発展の可能性を

踏まえ、技術的な評価を行った結果、

・ 第三次答申において平成19年（2007年）頃を目途としたディーゼル新長期目標

を可能な限り早期に達成すること

・ ディーゼル新長期目標の達成時期に併せて、軽油中の硫黄分を低減することが

適当であるとの結論を得た。

　以下、（２）でディーゼル新長期目標の早期達成について、（３）で燃料品質対策に

ついて述べる。



（２）ディーゼル新長期目標の早期達成

① 達成時期等

　自動車製作者に対するヒアリング等を通じて、各車種ごとに技術的な検討を行った

結果、（１）で述べたとおり、新しい排気後処理装置の開発も進んでおり、早期にディ

ーゼル新長期目標を達成できる技術が実用化されることが期待できる。

　従って、ディーゼル新長期目標については、設計、開発、生産準備等を効率的に行

うことにより、平成17年（2005年）までに達成を図ることが適当である。

　なお、

・ 自動車製作者はディーゼル新長期目標を前倒しすることにより、結果的に短期

間にディーゼル新短期規制及びディーゼル新長期目標に基づく規制への対応を

迫られることになること、また、ガソリン新長期目標への対応も同時期に予定

されていることから、一時期に工数が急激に増加することに伴う負担増及び認

証の集中が予想されること。

・ 新しい排出ガス試験方法が定められる場合には、それに対応するための試験設

備等の準備期間が必要となること。

から、規制への対応が円滑に進められるよう配慮が必要である。

　具体的な目標値については、今後の技術開発の動向を踏まえ、現行の排出ガス試験

方法を見直す場合にはそれを基に、平成 13年度（2001 年度）末を目途に決定するこ

とが適当である。その際には、ＤＥＰのリスク評価の結果を踏まえ、ＰＭを新短期目

標の２分の１程度よりも更に低減した目標値とすることについて検討する必要がある。

　なお、（社）日本自動車工業会は、自主的対応として、平成15年（2003年）から16

年（2004年）にかけてＰＭの排出量をディーゼル新長期目標レベルに低減した自動車

を市場に供給開始することを表明している。同工業会においては、この取組が十分効

果を上げるように適切に実施することが望まれる。

② 排出ガス試験方法の見直し

　排出ガス試験方法については、第三次答申において、現行の試験方法の設定から10

年以上が経過し、走行実態に変化が生じている可能性があること等から、改めて走行

実態調査を実施し、試験方法の見直しについて必要性も含め検討することとされてお

り、現在環境庁において走行実態調査を実施しているところである。排出ガス試験方

法は、ディーゼル新長期目標の具体的な目標値を決定する際に必要であることから、

可能な限り早期に結論を出す必要がある。

　排出ガス試験方法の見直しに当たっては、我が国の大気汚染状況に鑑み、我が国の



大都市地域の走行実態が十分反映されるよう配慮する必要がある。なお、大型車の排

出ガス試験方法の国際基準調和活動が国際的に進行していることに鑑み、我が国の環

境保全上支障がない範囲において、可能な限り国際調和を図ることが肝要である。

　また、採用が確実視されている排気後処理装置の評価に適した排出ガス試験方法と

なるよう留意するとともに、コールドスタート時の排出ガス低減を適切に行うための

測定方法に関し調査研究を進めることが必要である。特に、現在ディーゼル13モード

を適用している大型車の試験方法については、コールドスタート時の暖機過程を再現

でき、より排気後処理装置の評価に適しているとされる過渡運転の排出ガス試験方法

（いわゆる「トランジェントモード」）の導入を検討する必要がある。その際、過渡運

転にも対応できる部分希釈・フィルター捕集法によるＰＭの計測法の導入について検

討する必要がある。

　また、ＨＣについては、現在ＨＣ総体の規制値が設定されているが、効果的に大気

環境の改善を図るには、有害性や光化学反応性が高い成分をより的確に低減すること

が重要であることから、非メタン炭化水素又は非メタン有機ガス（非メタン炭化水素

にケトン、アルデヒド等の含酸素有機化合物を加えたもの）による規制の導入につい

て、今後、その必要性も含めて検討することが適当である。

　黒煙の測定方法については、ディーゼル新短期規制の時点では、４モード全負荷試

験及び無負荷急加速試験が行われることとなるが、ＰＭの対策強化に伴い黒煙も目に

見えないレベルにまで低減することが期待され、測定精度上の問題が生じる可能性も

あることから、黒煙の測定方法及び黒煙規制のあり方についても、併せて検討するこ

とが適当である。



（３）燃料品質対策

① 許容限度設定目標値

　ディーゼル新長期目標を達成するために現段階で有望な技術である連続再生式の

ＤＰＦ及びＮＯｘ還元触媒等は、現行の軽油中の硫黄分の許容限度（500ppm）レベル

では、触媒の被毒等によって十分に機能しないことが分かっており、また軽油を低硫

黄化することにより、硫酸塩（サルフェート）が生成しにくくなりＰＭが低減するこ

とから、軽油中の硫黄分を低減することが必要である。

　しかしながら、我が国が原油の相当部分を依存している中東原油には硫黄分が多く、

軽油中に残留した硫黄化合物には難脱硫物質が多いことや、原油中の低硫黄の留分は、

暖房に不可欠な灯油に充当しなければならないという我が国の特殊事情にも留意する

必要がある。このため、低硫黄化には高度な技術が必要となり、現在の技術レベルで

は0.005質量％（以下「50ppm」と表記する）レベルまで低減することが限界で、それ

以上の低硫黄化には新たな技術開発に相当の時間・費用が必要となる。

　従って、早急にディーゼル新長期目標を達成する必要性に鑑み、当面、軽油中の硫

黄分の許容限度設定目標値を50ppmとすることが適当である。

　

　なお、サルフェートの低減に加え、ＮＯｘ還元触媒がその機能を十分に発揮するた

めには、50ppm よりも硫黄分が低いことが必要と考えられていることもあり、将来的

にはそれ以上の低硫黄化が望まれる。併せて、軽油中の硫黄分に被毒されにくい触媒

についても開発が進められることが望まれる。また、芳香族含有率や蒸留性状等その

他の燃料性状についても、その改善と自動車の排出ガス対策技術とが適切に組み合わ

されることにより排出ガス低減に資するとされているが、その定量的な効果について

は必ずしも明らかではないため、一層の研究が必要である。

② 達成時期等

　ディーゼル新長期目標を可能な限り早期に達成することのほか、自動車製作者がデ

ィーゼル新長期目標に基づく規制の適合車を規制開始前に円滑に販売できるように、

可能な限り早く低硫黄化を実現させる必要がある。

　従って、軽油中の硫黄分を50ppm とする許容限度設定目標値については、設備設計

及び改造工事等を効率的に行うことにより、平成 16年（2004 年）末までに達成を図

ることが適当である。

　なお、石油連盟は、自主的対応として、ＰＭの排出量をディーゼル新長期目標レベ

ルに低減した自動車が平成15年（2003年）から16年（2004年）にかけて市場に供給

開始される際に、低硫黄軽油を部分供給することを表明している。この取組が十分効

果を上げるように適切に供給体制が整備され可能な範囲で市場の軽油の硫黄分の実勢

が低減されることが望まれる。



４．ディーゼル特殊自動車の排出ガス低減対策

（１） 検討の背景

　特殊自動車については、その排出寄与率がＮＯｘで自動車全体の約３割、ＰＭで約

１割とかなりの部分を占めるため、第二次答申において、平成16年（2004年）までに

排出ガス低減目標値の達成を図ることが適当であるとされている。しかしながら、２．

において述べたとおりディーゼル特殊自動車の排出ガス対策をとりまく環境は第二次

答申がとりまとめられた当時とは大きく変化しており、また、既に一部で規制レベル

に対応した車両が欧米の規制への対応や建設省の直轄工事における排出ガス対策型建

設機械の取扱い第二次基準の認定制度への対応から生産されていることから、本委員

会では、その後の技術評価を踏まえ検討を行った。その結果、

・ 排出ガス低減目標を可能な限り早期に達成すること

・ ディーゼル黒煙についても規制導入に併せて目標値を達成すること

が適当であるとの結論を得た。

　以下、（２）で排出ガス低減目標の早期達成について、（３）でディーゼル黒煙対策

について述べる。

（２）排出ガス低減目標の早期達成

　ディーゼル特殊自動車の排出ガス低減目標については、特殊自動車業界団体に対す

るヒアリング等を通じて技術的な検討を行った結果、排出ガス低減目標を達成できる

技術の実用化が早期に期待できることから、排出ガス計測施設の整備等に加え、設計、

開発、生産準備等を効率的に行うことにより、平成15年（2003年）までに達成を図る

ことが適当である。

　なお、エンジンベースでの排出ガス試験方法による特殊自動車排出ガス規制の導入

に当たっては、特殊自動車についてはエンジン製作者と車体製作者が異なる場合が多

いこと及び諸外国との規制体系の整合性の観点から、既存の制度に配慮しつつ、エン

ジン製作者が申請できるエンジン認定制度を早急に創設することが望まれる。また、

排出ガス低減目標の達成時期までの期間が短く認証の集中が予想されること等から、

規制への対応が円滑に進められるよう配慮が必要である。

（３）ディーゼル黒煙対策

① 排出ガス試験方法

　ＰＭのうちディーゼル黒煙の排出ガス試験方法については、第二次答申では、国際

標準化機構(ＩＳＯ)においてディーゼル特殊自動車の黒煙の測定方法の開発が進めら

れていたこと等から、諸外国の動向等も踏まえつつ、一般のディーゼル自動車の黒煙

測定方法の検討と併せて適切な試験方法について引き続き検討することが必要である



とされた。また、第三次答申においては、第二次答申で示された目標の達成時期に併

せて試験が実施できるよう、早急に検討を進めることとされた。

　しかしながら、未だＩＳＯの黒煙測定方法が決定されていないことに加え、欧州、

米国共に当分の間ＩＳＯの黒煙測定方法を採用しない方針である等、ＩＳＯの黒煙測

定方法をとりまく環境は大きく変化しており、また、過渡運転のための直流又は交流

動力計や新型のスモークメーター等新たな計測機器が必要でその設定に時間がかかる

ことから、第二次答申で示された目標の達成時期に併せてＩＳＯの黒煙測定方法を導

入することは極めて困難な状況にある。

　従って、当面、平成15年（2003年）の排出ガス低減目標の達成に併せて、ＩＳＯの

黒煙測定方法以外の測定方法を導入していくことが適当である。ディーゼル特殊自動

車からの黒煙の測定方法としては、（社）日本建設機械化協会の規格であるＪＣＭＡＳ

Ｔ-004があり、建設省直轄工事における排出ガス対策型建設機械の取扱いに係る認定

のための黒煙測定方法として採用されており実績のあること、一般のディーゼル自動

車の黒煙測定方法を基に建設機械用に改良しているため一般のディーゼル自動車の測

定方法と整合性があること、新たな計測機器等が必要ないこと等から、当面これを採用

することが適当である。

　なお、今後黒煙測定方法に係る国際動向を見極めていくとともに、一般のディーゼ

ル自動車の黒煙測定方法の検討と併せて適切な試験方法について引き続き検討する必

要がある。

② 当面の許容限度設定目標値及び達成時期

　ディーゼル特殊自動車には、一般のディーゼル自動車と比較して、以下のような多

くの技術的課題があるため、一般のディーゼル自動車と同等の排出ガス低減は直ちに

は困難であるが、技術的に可能な限りの低減を図ることが必要である。

・ 埃や泥水の中で使用されたり、屋外に長期間放置される等、使用環境が劣悪で

ある。

・ エンジンが高負荷・高回転域で連続使用されることが多い。

・ 上記により、エンジン各部の耐久性・信頼性が特に要求される。

・ 車速が遅く、また作業時は走行風が得られないため、放熱性能が劣る。

・ 作業時の安全性確保等のため、排出ガス低減装置の搭載に空間的な制約が大き

く、特に小型のもので対策が困難である。

　これらのことを考慮し、ディーゼル特殊自動車の黒煙について技術的な検討を行っ

た結果、当面の許容限度設定目標値を①で述べた測定方法により、40％とすることが

適当である。また、①で述べたように、平成15年（2003年）の規制導入に併せて、こ

の目標値の達成を図ることが適当である。

　なお、上記許容限度設定目標値は当面の低減目標であり、今後とも排出ガス低減技

術の開発状況等を見極めつつ、適宜排出ガス低減目標を見直すことが必要である。



５．今後の自動車排出ガス低減対策の考え方

　本委員会においては、３．及び４．で示した検討課題を含め、以下の事項について引

き続き検討することとしている。

（１）今後の検討課題

① ディーゼル新長期目標については、ディーゼル新短期目標に基づく規制への対応状

況、技術開発の進展の可能性、各種試験結果及び対策の効果を見極め、具体的な目標

値等について可能な限り早期に設定する。その際、ＤＥＰのリスク評価を踏まえ、Ｐ

Ｍをより重視した目標値とすることについても併せて検討する。その際、目標値は、

排出ガス試験方法が見直される場合にはそれに基づき設定することとし、また、コー

ルドスタート時の排出ガス低減についても検討する。また、使用過程における排出ガ

ス低減装置の性能維持方策に関連しては、既に排出ガス低減装置の機能不良を監視す

るＯＢＤシステムについて導入することとしたが、さらに排気後処理装置の性能劣化

を監視する高度なＯＢＤシステムについて、導入の必要性を検討する。

② ガソリン新長期目標については、ガソリン新短期目標に基づく規制への対応状況、

技術開発の進展の可能性、各種試験結果及び対策の効果を見極め、具体的な目標値、

達成時期等について可能な限り早期に設定する。燃料・潤滑油品質については、国、

自動車製作者、燃料生産者等がそれぞれ協力して自動車の排出ガス対策技術の改善と

燃料品質の改善の種々の組合せによる排出ガス低減効果についての研究を推進し、そ

の結果を踏まえて、ガソリン新長期目標の達成に必要な燃料・潤滑油品質対策のあり

方を検討する。その際、目標値は、試験方法が見直される場合にはそれに基づき設定

することとし、また、燃料蒸発ガス対策に係る試験方法について、燃料蒸発ガスのう

ち、昼夜を含む長時間の駐車中に外気温を熱源として排出されるもの（ＤＢＬ）の測

定時間の延長、自動車の走行中に自車両や道路からの輻射熱を熱源として排出される

もの（ＲＬ）の導入等を検討する。

③ ディーゼル自動車及びガソリン・ＬＰＧ自動車の排出ガス試験方法については、走

行実態調査など所要の調査を行い、その結果を踏まえ、試験方法の見直しについて必

要性も含め可能な限り早期に検討する。その際、第二次報告で指摘したとおり、コー

ルドスタート時の排出ガス低減対策、寒冷地における冬期のＣＯ低減対策、ガソリ

ン・ＬＰＧ自動車のパワーエンリッチメントの実態、新たに導入される排出ガス低減

装置の特性やトラック・バスの試験車重量やエアコンディショナーの使用等が排出ガ

スに及ぼす影響等も踏まえた上で、排出ガス性能の適切な評価方法について検討する。

また、現在ガソリン又はディーゼル13モードを適用している大型車の試験方法につい



ては、トランジェントモードの導入を検討する。さらに、ディーゼル自動車のＰＭに

ついては、過渡運転にも対応できる部分希釈・フィルター捕集法によるＰＭの計測法

の導入について検討する。また、黒煙測定方法のあり方についても併せて検討する。

④ ディーゼル自動車については、ディーゼル新長期目標に基づく規制の対応状況、技

術開発の進展の可能性及び各種対策の効果を見極め、必要に応じて新たな低減目標に

ついて検討する。その際、燃料・潤滑油品質については、国、自動車製作者、燃料生

産者等がそれぞれ協力して自動車の排出ガス対策技術の改善と燃料品質の改善の

種々の組合せによる排出ガス低減効果についての研究を推進し、その結果を踏まえて、

新たな低減目標の達成に必要な燃料・潤滑油品質対策のあり方を検討する。

　なお、欧州連合では平成20年（2008年）にディーゼル重量車のＮＯｘの規制値を現

行規制より60％削減する予定である。また、平成17年（2005年）に50ppmとする予定

の軽油中の硫黄分を更に厳しい規制値とすることを検討している。既にスウェーデン

等では、政府により導入促進策が講じられたことから、10ppm程度の低硫黄軽油が供

給されている。米国では平成19年（2007年）からディーゼル及びガソリン重量車の

ＮＯｘの規制値を現行規制より95％、ＰＭを90％削減し、軽油中の硫黄分を平成18

年（2006年）に15ppmとする規制案を検討している。新たな低減目標の検討に際して

は、これら諸外国の動向についても、その実行性や問題点等も含め、注意を払う必要

がある。

⑤ 二輪車については、中間答申に基づき実施された規制への対応状況、技術開発の進

展の可能性及び各種対策の効果を見極め、必要に応じて新たな低減目標について検討

する。その際、燃料蒸発ガス規制の導入及びコールドスタート要件の見直し等を含め

検討する。

⑥ ディーゼル特殊自動車のうち定格出力が19kW以上560kW未満のものについては、本

報告に基づき実施される規制への対応状況、技術開発の進展の可能性及び各種対策の

効果を見極め、諸外国の動向にも留意しつつ、必要に応じて新たな低減目標について

検討する。

⑦ ディーゼル特殊自動車のうち現在排出ガス低減目標が設定されていない定格出力

が19kW未満のもの及び560kW以上のもの並びにガソリン・ＬＰＧ特殊自動車について、

大気汚染状況、排出寄与率の推移、排出ガス低減技術の開発状況等を見極めつつ、必

要に応じて排出ガス規制の導入について検討する。

　なお、以上の課題についての検討及び対策の実施に当たっては、第三次答申で示さ

れたとおり、自動車が国際的に流通する商品であって排出ガス低減対策にも内外で共

通の要素が多いことに鑑み、我が国の環境保全上支障がない範囲において、可能な限

り基準等の国際調和を図ることが肝要である。



（２）関連の諸施策等

　本報告で示した対策と相補う施策として、自動車排出ガス総合対策の推進等、以下の

関連諸施策が今後行われることが望まれる。

（自動車排出ガス総合対策の推進）

　自動車排出ガス総合対策については、大気・交通公害合同部会での審議を踏まえ、

平成12年（2000年）内に取りまとめられる中央環境審議会答申を基に実効性のある対

策を総合的、計画的に講じていく必要がある。具体的には、自動車ＮＯｘ法を改正し、

ＰＭを法対象に加えるとともに、車種規制の強化、事業者に係る自動車排出ガス抑制

対策の充実、低公害車等の普及促進等の施策を総合的に推進する必要がある。

（低公害車等の普及促進）

　低公害車については、既存の諸施策を引き続き推進するとともに、低公害車の普及

促進に向けた社会環境づくりを推進する必要がある。また、平成12年（2000年）３月

にトラック・バスのうち車両総重量3,500kg超えのものについて、第三次答申に基づき、

「低公害車等排出ガス技術指針（大気保全局長通知）」を改定し対象としたところであ

り、同指針を踏まえ、より排出ガスの少ない自動車の普及促進を図る必要がある。

（使用過程車の排出ガス低減対策）

　ディーゼル自動車の使用過程車対策については、「ディーゼル車対策技術評価検討

会」の中間とりまとめに示された提言を実現するため、具体的な政策手法について早

急に検討する必要がある。

　第二次答申及び第三次答申で示されたとおり、ガソリン・ＬＰＧ自動車、ディーゼ

ル自動車等の使用過程車全般について、今後とも、点検・整備の励行、道路運送車両

法に基づく自動車の検査（いわゆる「車検」）及び街頭での指導・取締まり（いわゆる

「街頭検査」）時における排出ガス低減装置の機能確認等により、使用過程において良

好な排出ガス性能を維持させることが重要である。

　また、通常の使用過程において排出ガス低減装置の性能維持の状況を把握するため、

抜取り検査（サーベイランス）の導入等の方策について、必要性も含め検討すること

が望ましい。

（関係業界の自主的な取組）

　（社）日本自動車工業会及び石油連盟は平成15年（2003年）から16年（2004年）

にかけて、ＰＭの排出量をディーゼル新長期目標レベルに低減した自動車の販売を開

始し、これにあわせて、低硫黄軽油の部分供給を開始することを表明しており、この

取組が着実に実施されることが強く望まれる。



（コスト負担等）

　今回の報告に基づき排出ガス低減対策を推進していく過程では、車両価格、燃料価

格、エンジン耐久性、燃費及び維持費等への影響が考えられるが、これらは自動車の

利用に係る費用として自動車・燃料の生産者、使用者等のそれぞれが応分に負担する

必要がある。

　なお、最新規制適合車への代替や燃料の品質改善を円滑に推進するためには、金融・

税制面等における配慮も必要である。

（未規制排出源の排出実態調査及び対策）

　第二次答申及び第三次答申で示されたとおり、各種未規制の排出源について排出実

態の調査及び対策の必要性の検討を進めるとともに、対策実施のための制度のあり方

について検討する必要がある。

（地球温暖化対策等）

　第二次答申及び第三次答申で示されたとおり、低排出ガス技術と低燃費技術とが両

立する方向への技術開発が必要である。

　また、平成９年(1997年)12月の「気候変動枠組条約第３回締約国会議（地球温暖化

防止京都会議、ＣＯＰ３）」で採択された京都議定書では、二酸化炭素に加え、他の温

室効果ガス５種類についても排出削減が求められていることを踏まえ、自動車から排

出される温室効果ガスのうち、二酸化炭素以外のメタン及び一酸化二窒素について、

今後、排出実態の把握及び生成メカニズムの解明を行うほか、ＮＯｘ、ＨＣ等と併せ

て排出低減技術等について調査研究し、排出抑制を図ることが強く望まれる。

（有害大気汚染物質対策）

　第三次答申で示されたとおり、自動車から排出される有害大気汚染物質について、

測定方法の開発及び測定精度の向上を図り、自動車からの排出量把握のための基盤を

整備するとともに、得られた情報を基に必要な施策を講じることが望まれる。

　その際、エンジン燃焼技術、触媒等の排気後処理技術、燃料・潤滑油品質等が自動

車からの有害大気汚染物質の排出量に及ぼす影響についても併せて把握するよう努め

ることが必要である。

（効果予測・効果測定の充実）

　単体対策や総合的な排出ガス対策の進展に伴い、これらの対策の効果を的確に予測

し、また、精度の良いモニタリングによる効果測定を行うことが、必要な施策を企画・

実施していく上で、一層重要になる。このため、大気質改善に対する各対策の効果・

予測手法の開発、沿道等での対策効果の把握体制の整備等が望まれる。
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